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　茨城県の南端中央部，稲敷郡の最南端に位置している。
町の南部を利根川が，北部を新利根川が東西に貫流し地域
の大部分が沖積砂壌土で，一面水田が連なり，米作を中心
とした農業経営の多い純農村地帯である。
　町の中央部を貫通する国道408号線により，成田・東京方
面及び研究学園都市が結ばれている。
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②今後の主要課題・特色ある行政等
・普通会計に関する主な指標

＜主要課題等＞
　・行政改革，財政健全化施策の推進
　・公共下水道整備の推進
　・農業施策の推進
  ・少子化対策としての子育て支援策
  ・定住化施策
  ・学校統合
＜特色ある行政＞
　・次世代育成支援金支給事業
　・コミュニティバス運行事業
　・河内町特産物PR活動事業
　・かわち寿大学
　・子育て支援住宅(町営住宅）
　・小児マル福単独事業（H25年10月1日～実施）

財政力指数（平成２２年度～平成２４年度） [0.693]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) [19,479]2,100

百万円

％

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均
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％将来負担比率 (350.0)
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※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値
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